
令和元年１１月１日
自動車局安全政策課
貨 物 課

トラック運送業の健全な発達に向けた改正制度が本日スタート
～貨物自動車運送事業法改正に伴い関係通達を整備しました～

貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律による改正事項のうち、「規制の適正
化」、「事業者が遵守すべき事項の明確化」については、本日から施行されます。これ
に伴い、必要な関係通達の整備を行いました。

１．背景
トラック運送業の健全な発達及びトラックドライバーの労働条件の改善等を図るた

め、昨年、議員立法により、①規制の適正化、②事業者が遵守すべき事項の明確化、
③荷主対策の深度化、④標準的な運賃の告示制度の導入を内容とする貨物自動車運送
事業法の改正が行われ、①、②については本日から施行することとされています。
これらの改正に伴い、本年８月１日及び１１月１日に関係省令等を公布・発出して

おり、これらの関係省令等についても本日から施行します。

※：③については令和元年７月１日に施行済み。

④については公布の日から２年を超えない範囲内において政令で定める日から施行。

２．関係省令・通達の主な内容
【本年８月１日に公布・発出分】
本年８月１日に第１弾となる関係省令・通達を公布・発出しています。
（参考：http://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000192.html）

【本年１１月１日に発出分】
① 行政処分等の基準の見直し（別紙参照）

改正法により新設又は改正された事項の違反行為に対し、新たに処分量定の新設
を行うなど、行政処分等の基準について、所要の改正を行いました。

② 荷主勧告制度の改正
トラック事業者の法令違反行為に荷主の関与が認められた場合等に警告書を発出

する対象に、「違反行為に係る荷主が過去３年以内に、支社等の別・法令違反行為の
種別を問わず５回の協力要請を受けた場合」を追加しました。

③ 悪質な法令違反に関する早期改善の徹底
３０日間の事業停止に相当する違反（例：運行管理者不在等）があった場合など
輸送の安全に係る特定の違反事実が確認された場合に、輸送の安全確保命令を発出
することとするなど、悪質違反の早期改善を促すための通達を制定しました。

３．スケジュール
施行：令和元年11月１日（金）

【問い合わせ先】（代表：03-5253-8111）
１．及び２．①、②に関すること：自動車局貨物課トラック事業適正化対策室

梅田、神崎、伊丹（内線 41353,41334）（直通：03-5253-8575）（FAX：03-5253-1637）
２．③に関すること：自動車局安全政策課

倉持、鎌塚、澤田（内線 41632,41633）（直通：03-5253-8566）（FAX：03-5253-1638）


